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定時株主総会開催日  平成１５年９月２６日   単元株制度採用の有無 有（１単元 1,000 株） 

 

１．１５年６月期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年６月３０日） 

(1) 経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

１５年６月期 

１５年３月期 

百万円   ％

  ３８４（  －  ）

１,６８１（△４５.７）

百万円   ％

３８（ － ）

△１,０２２（ － ）

百万円   ％

△１１（ － ）

△１,２５９（ － ）

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

１５年６月期 

１５年３月期 

百万円   ％ 

    △１５（ － ） 

△３，８６７（ － ） 

   円 銭

△ ２３

△  ９８ ７９

円 銭

－ 

－ 

％ 

△１.６ 

△１９６.６ 

％ 

△０.２ 

△１２.６ 

％

△２.９

△７４.９

(注) 1．期中平均株式数   １５年６月期 66,794,079 株  １５年３月期 39,142,143 株 

   2．会計処理の方法の変更   無  

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

   4. 平成１５年６月期は、決算期変更のため、対前期増減率は表示しておりません。 

    

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 

１５年６月期 

１５年３月期 

円 銭 

０ ０ 

   ０ ０ 

円 銭

    ０ ０ 

０ ０ 

円 銭

    ０ ０ 

０ ０ 

百万円

－ 

－ 

％ 

－ 

－ 

％

－ 

－ 

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

１５年６月期 

１５年３月期 

百万円 

   ６,７５６ 

   ６,９７６ 

百万円

     ９７１ 

     ９８１ 

％ 

１４.４ 

１４.１ 

円  銭

   １４ ５４

  １４ ６９

(注) 1．期末発行済株式数   １５年６月期 66,793,440 株  １５年３月期 66,795,838 株 
2. 期末自己株式数     １５年６月期    136,596 株  １５年３月期   134,198 株 

 

２．１６年６月期の業績予想（平成１５年７月１日～平成１６年６月３０日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 

中 間 期 

通  期 

百万円 

８０１  

２,１５２ 

百万円

△１７５ 

１００ 

百万円

△２５１ 
  ７１ 

円 銭

０ ０ 

０ ０ 

円 銭 

０ ０ 

０ ０ 

円 銭

０ ０ 

０ ０ 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 59 銭 

※ 1 株当たり予想当期純利益は、本日現在の発行済株式数 85,526,133 株に、9 月 30 日の株式交換によ

る新株発行予定数 34,243,200 株を加えた株式数に基づき算出しております。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
 

  
第29期 

(平成15年３月31日) 
第30期 

(平成15年６月30日) 
対前期増減

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円)

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  507,391 441,701  

２ 受取手形  976 2,310  

３ 売掛金 ※10 274,843 201,821  

４ 製品  22,735 23,946  

５ 仕掛品  29,685 9,847  

６ 前払費用  15,780 11,982  

７ 未収収益  120 38  

８ 短期貸付金  6,000 4,000  

９ 未収入金  31,994 45,777  

10 未収消費税等  27,464 ―  

11 立替金  6,218 10,931  

12 貸倒引当金  △8,830 △7,760  

流動資産合計  914,381 13.1 744,597 11.0 △169,783

Ⅱ 固定資産    

(1) 有形固定資産 ※２   

１ 建物 ※６ 905,361 900,346  

２ 構築物  8,110 7,811  

３ 工具器具備品  39,989 35,931  

４ 土地 ※６ 2,570,000 2,570,000  

有形固定資産合計  3,523,460 50.5 3,514,089 52.1 △9,371

(2) 無形固定資産    

１ ソフトウェア  161,163 156,798  

２ その他  14,375 14,329  

無形固定資産合計  175,538 2.5 171,128 2.5 △4,410

― 1 ― 
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第29期 

(平成15年３月31日) 
第30期 

(平成15年６月30日) 
 対前期増減

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円)

(3) 投資その他の資産    

１ 投資有価証券    109,411 197,770  

２ 関係会社株式  2,137,000 2,030,000  

３ 出資金  20,361 ―  

４ 破産更生債権等 ※１ 4,078,248 4,121,736  

５ 長期差入保証金  87,400 87,008  

６ 貸倒引当金  △4,068,887 △4,110,324  

投資その他の資産 
合計 

 2,363,535 33.9 2,326,191 34.4 △37,343

固定資産合計  6,062,535 86.9 6,011,409 89.0 △51,126

資産合計  6,976,916 100.0 6,756,006 100.0 △220,909

    

― 2 ― 
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第29期 

(平成15年３月31日) 
第30期 

(平成15年６月30日) 
対前期増減

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円)

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金  91,251 66,365  

２ 一年以内返済の 
  長期借入金 

 11,040 ―  

３ 一年以内返済の 
リース債務 

 20,406 20,561  

４ 一年以内償還予定社債   2,000,000 2,000,000  

５ 未払金  245,748 124,841  

６ 未払費用  5,769 40,655  

７ 未払法人税等  7,054 1,755  

８ 未払事業所税  2,898 1,511  

９ 未払消費税等  ― 6,694  

10 前受金  15,040 14,613  

11 預り金  27,439 3,001  

12 返品調整引当金  6,300 6,100  

13 債務保証損失 
引当金 

 41,437 ―  

14 その他  700 700  

流動負債合計  2,475,084 35.5 2,286,799 33.8 △188,285

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※３ 1,890,180 1,882,500  

２ 繰延税金負債  152 3,826  

３ リース債務  17,561 12,362  

４ 預り保証金  20,160 40,557  

５ 長期未払金 ※６ 1,592,272 1,558,932  

固定負債合計  3,520,326 50.4 3,498,179 51.8 △22,146

負債合計  5,995,410 85.9 5,784,978 85.6 △210,432

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※４ 6,843,960 98.1 6,843,960 101.3 

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金 ※５ 935,914 ―  

資本剰余金合計  935,914 13.4 ― ― ―

Ⅲ 利益剰余金    

１ 当期未処分利益  △6,769,823 △5,849,343  

利益剰余金合計  △6,769,823 △97.0 △5,849,343 △86.6 920,480

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

 209 0.0 5,273 0.1 5,063

Ⅴ 自己株式 ※７ △28,754 △0.4 △28,862 △0.4 △108

資本合計  981,505 14.1 971,028 14.4 △10,477

負債・資本合計  6,976,916 100.0 6,756,006 100.0 △220,909
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② 【損益計算書】 

 

  
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※1,4   

１ 製品売上高  958,804    383,765 

２ その他売上高  722,274 1,681,079 100.0 432 384,197 100.0

Ⅱ 売上原価   

１ 製品売上原価   

製品期首たな卸高  29,765 22,735 

当期製品製造原価  918,211 208,157 

合計  947,977 230,893 

他勘定振替高 ※２ 3,127 726 

製品期末たな卸高  22,735 23,946 

差引計  922,114 206,220 

２ その他売上原価  734,190 1,656,304 98.5 86 206,307 53.7

売上総利益  24,774 1.5  177,890 46.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 1,046,862 62.3  139,542 36.3

営業利益又は 
営業損失（△） 

 △1,022,088 △60.8  38,348 10.0

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息  21,171 18 

２ 有価証券利息  20,324 438 

３ 受取配当金  100 6 

４ 不動産賃貸料収入 ※１ 47,653 9,932 

５ 業務受託管理料 ※１ 27,016 ― 

６ 雑収入  10,965 127,232 7.6 10,689 21,085 5.5

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 ※１ 202,054 49,973 

２ 社債利息  120,130 17,950 

３ 新株発行費  32,519 ― 

４ 不動産賃貸原価  6,078 2,447 

５ 雑損失  4,173 364,957 21.7 82 70,453 18.4

経常損失  1,259,813 △74.9  11,019 △2.9

― 4 ― 
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第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益   

 １ 投資有価証券売却益  107,455 ― 

 ２ 新株引受権戻入益  61,300 ― 

 ３ 保険解約益  917 ― 

 ４ 前期損益修正益  40,923 ― 

 ５ 貸倒引当金戻入益  ― 210,596 12.5 1,070 1,070 0.3

Ⅶ 特別損失   

１ 関係会社株式評価損  60,600 ― 

２ 貸倒引当金繰入額  1,338,375 ― 

３ 投資有価証券評価損  385,241 ― 

４ 固定資産除却損 ※５ 539,266 ― 

５ 子会社整理損  150,339 ― 

６ 投資有価証券売却損  122,779 90 

７ 特別退職金  ― 3,637 

８ その他  214,171 2,810,775 167.2 ― 3,728 1.0

税引前当期純損失  3,859,992 △229.6  13,678 △3.6

法人税、住民税 
及び事業税 

 7,054 0.4  1,755 0.4

当期純損失  3,867,046 △230.0  15,433 △4.0

前期繰越損失  2,902,777  5,833,909

当期未処理損失  6,769,823  5,849,343

   

 

― 5 ― 
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製造原価明細書 

 

  
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

１ 材料費  79,783 8.5 37,993 20.2

２ 労務費  104,343 11.2 24,065 12.8

３ 経費 ※２ 751,985 80.3 126,260 67.0

当期総製造費用  936,112 100.0 188,319 100.0

期首仕掛品たな卸高  11,784 29,685 

合計  947,896 218,005 

期末仕掛品たな卸高  29,685 9,847 

当期製品製造原価  918,211 208,157 

(注) 当期は決算期変更に伴い３ヶ月決算となったため、対前期比較は行っていません。 

 

脚注 

 

第29期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

１ 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

１ 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しておりま

す。 

※２ 経費の主な内訳は、下記のとおりです。 

外注加工費 637,159千円

編集費 26,587千円
 

※２ 経費の主な内訳は、下記のとおりです。 

外注加工費 91,688千円

編集費 4,108千円
 

 

 

その他売上原価明細書 

 

  
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

１ 材料費  1,456 0.2 ― 

２ 労務費  998 0.1 ― 

３ 経費  731,735 99.7 86 100.0

その他売上原価  734,190 100.0 86 100.0
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③ 【損失処理計算書】 

 

  
第29期 

株主総会承認日 
(平成15年６月27日) 

第30期 
株主総会承認日 

(平成15年９月26日) 
対前期増減

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失  6,769,823 5,849,343 △920,480

Ⅱ 損失処理額   

資本準備金繰入額  935,914 ― 935,914

Ⅲ 次期繰越損失  5,833,909 5,849,343 15,433

      

― 7 ― 
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

第29期 
(自 平成14年４月１日 

   至 平成15年３月31日） 

第30期 
(自 平成15年４月１日 

   至 平成15年６月30日） 

当社は、前期338百万円、当期に1,022百万円の営業損失

を計上しており、また、１年以内償還予定の転換社債

2,000百万円を有しております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。 

 当社としましては、当期中に大規模な事業リストラク

チャリングを敢行し、本社ビルへの事業所統合、固定資

産の除却及び売却処分、また当期3月度には希望退職制

度の実施により、今後１年間で325百万円（人件費246百

万円を含む）の費用圧縮に努め、高効率の経営体への変

貌を遂げるべく経営努力を行ってまいりました。 

次年度以降も、引き続きかかるリストラクチャリング

の効果定着を強力に推し進め、営業力強化のために営業

部を独立事業部とし、収益性の高い商品・サービスの販

売に注力してまいります。さらに、子会社であります株

式会社アビリティエージェントを吸収合併することによ

り、看護師をはじめとした医療従事者の人材紹介事業を

当社に取り込み、既存事業との更なる相乗効果を高める

ことにより、営業利益63百万円を予定しております。ま

た、１年以内償還予定の転換社債につきましては、当社

大株主でもありますソフトバンク・インターネットテク

ノロジー・ファンド２号等に償還期限の延長等を要請し

ており、その実行が継続企業の前提となっております。

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 

当社は、前々期338百万円、前期1,022百万円の営業

損失を計上しており、また、１年以内償還予定の転換

社債2,000百万円を有しております。当該状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。 

 当期は、３月から６月に決算期が変更となったた

め、３ヶ月間の変則決算期間となりましたが、前期迄

に敢行してまいりました大規模なリストラクチャリン

グの効果、厳格な予算統制にもとづいた事業運営、並

びに原価・経費コントロールの徹底により、単体の営

業利益38百万円を計上し、黒字転換を実現することが

できました。 

次年度につきましても、引き続き厳格なる予算統制

に基づく収益力の強化に加え、新たなる事業の柱を構

築するべく営業部を事業開発部へ組織改編し、さらに

子会社であります株式会社アビリティエージェントを8

月に吸収合併することにより、看護師の人材紹介事業

を当社に取り込み、既存事業との一層の相乗効果を高

めて行くことにより、営業利益を確保してまいりま

す。加えて、本年10月、新たにソフトバンク・インタ

ーネットテクノロジー・ファンド2号等を割当先とする

2,000百万円の転換社債型新株予約権付社債の発行を予

定しており、かつ同日に１年以内償還予定の転換社債

を全額償還の予定であります。その実行が継続企業の

前提となっております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 
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重要な会計方針 

 

項目 
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び
評価方法 

(1) 満期保有目的の有価証券 
償却原価法(定額法) 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法に基づく原価法 

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 
事業年度末日の市場価格等に基
づく時価法 
(評価差額は、全部資本直入法に
よって処理し、売却原価は、移
動平均法により算定) 

時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(1) 満期保有目的の有価証券 
同左 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 
同左 

(3) その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 

時価のないもの 
同左 

２ たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

商品、製品及び仕掛品のいずれも
個別法による原価法によっておりま
す。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方
法 

(1) 有形固定資産 
取得原価の10％を残存価額とし
て以下の方法によっておりま
す。 

本社ビル 
耐用年数50年による定額法によ
っております。 

その他 
以下の耐用年数による定率法に
よっております。 
建物附属設備  10年から15年 
構築物     15年から20年 
工具器具備品  ４年から20年 

(1) 有形固定資産 
同左 

 (2) 無形固定資産 
定額法を採用しております。 
なお、ソフトウェア（自社利用
分）につきましては、社内利用
可能期間（５年）に基づき償却
しております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

４ 繰延資産の処理方法  新株発行費 
支出時に全額費用として処理して
おります。 

――― 

５ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
債権の貸倒損失に備えるため一般
債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

(1) 貸倒引当金 
同左 

 (2) 返品調整引当金 
返品による損失に備えるため、出
版取次店への売上高(当期末以前２
月間の総売上高)に対し、返品実績
率を乗じた額を計上しておりま
す。 

(2) 返品調整引当金 
同左 

 (3) 債務保証損失引当金 

関係会社への債務保証等に係わる

損失に備えるため、被保証者の財

政状態等を勘案し、損失負担見込

額を計上しております。 

（3）      ――― 
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項目 
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 

７ その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項 

（1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

(2) 自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準 

  「自己株式及び法定準備金の取崩等

に関する会計基準」（企業会計基

準第１号）が平成14年4月1日以降

に適用されることになったことに

伴い当期から同会計基準によって

おります。これによる当期の損益

に与える影響はありません。 

   なお、財務諸表等規則の改正によ

り当期における貸借対照表の資本

の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しておりま

す。 

（1）消費税等の会計処理 

同左 

――― 

 （3）１株当たり情報 

  「１株当たり当期純利益に関する会

計基準」（企業会計基準第２号）

及び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第４号）が平成

14年4月1日以降開始する事業年度

に係る財務諸表から適用されるこ

とに伴い、当期から、同会計基準

及び同適用指針によっておりま

す。 

   なお、これによる影響については

「1株当たり情報に関する注記」

に記載しております。 

――― 
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会計処理の変更 

 

第29期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

不動産賃貸に係わる本社建物の減価償却費及び水道

光熱費については、従来、販売費及び一般管理費に含

めて計上しておりましたが、不動産賃貸収入（営業外

収益）との対応をより明瞭に図るため、当会計期間よ

り不動産賃貸原価として営業外費用に計上する方法に

変更いたしました。この変更により、営業損失が6,078

千円減少しますが経常損失、税引前当期純損失に与え

る影響はありません。 

――――― 

 

表示方法の変更 

 

第29期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

――――― 
 
 

  前期まで特別損失の「その他」に含めて表示してい

た「特別退職金」は特別損失の合計額の100分の10を

超えることとなったため区分掲記することに変更しま

した。 

なお、前期における「特別退職金」の金額は17,219千

円であります。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第29期 
(平成15年３月31日) 

第30期 
(平成15年６月30日) 

※１ 関係会社に対する資産 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 
   破産更生債権等        2,828,136千円

※１ 関係会社に対する資産 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。 
    

破産更生債権等 2,871,624千円
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、92,116千円で
あります。 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額は、101,488千円
であります。 

※３ 関係会社に対する負債 
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい
るものは、次のとおりであります。 

   長期借入金          1,882,500千円

※３ 関係会社に対する負債 
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
ものは、次のとおりであります。 
長期借入金 1,882,500千円

 
※４ 授権株式数    普通株式    154,890,000株

発行済株式総数 普通株式 66,930,036株
 

※４ 授権株式数    普通株式   154,890,000株

発行済株式総数 普通株式 66,930,036株
 

※５ 平成13年６月開催の定時株主総会において下記の
欠損てん補を行っております。 

資本準備金 1,354,372千円

平成14年6月開催の定時株主総会において下記の
欠損てん補を行っております。 
資本準備金          3,805,475千円

※５ 平成13年６月開催の定時株主総会において下記の
欠損てん補を行っております。 

資本準備金 1,354,372千円

平成14年6月開催の定時株主総会において下記の
欠損てん補を行っております。 
資本準備金 3,805,475千円 

 
※６ 本社の土地、建物についてセールスアンドリー

スバック取引を実施しております。当該不動産
の譲渡取引は優先取引交渉権を保有しているた
め、金融取引として会計処理をしております。 
(1) セールスアンドリースバック取引の対象と
している資産 

土地             2,570,000千円 

建物             884,170千円 
計             3,454,170千円 
(2)セールスアンドリースバックにより調達した
資金 

長期未払金        1,494,741千円 

※６ 本社の土地、建物についてセールスアンドリース
バック取引を実施しております。当該不動産の
譲渡取引は優先取引交渉権を保有しているた
め、金融取引として会計処理をしております。 
(1) セールスアンドリースバック取引の対象と
している資産 

土地 2,570,000千円 

建物 880,017千円 

計 3,450,017千円 

 (2)セールスアンドリースバックにより調達し
た資金 
長期未払金 1,491,898千円 
 

※７ 自己株式 
   当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

   134,198株であります。 

※７ 自己株式 
   当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

   136,596株であります。 
８ 配当制限 

有価証券の時価評価により、純資産が209千円増
加しております。なお、当該金額は商法施行規則
第124条第３号の規定により、配当に充当するこ
とが制限されております。 

８ 配当制限 
有価証券の時価評価により、純資産が5,273千円
増加しております。なお、当該金額は商法施行規
則第124条第３号の規定により、配当に充当する
ことが制限されております。 

９ 資本の欠損 
資本の欠損は、6,798,578千円であります。 

９ 資本の欠損 
資本の欠損は、5,878,205千円であります。 

――――― ※10 売掛金 
株式会社日本ブレーンセンターとの業務提携契約
解消について和解交渉が行われており、これに伴
い売掛金59,342千円が未回収となっております。
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(損益計算書関係) 

 

第29期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、
次のとおりであります。 
売上高              51,341千円
不動産賃貸料収入         31,114千円

  業務受託管理料          25,016千円

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは、
次のとおりであります。 
支払利息   16,935千円 

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

見本品(販売費及び一般管理費)
への振替 3,127千円

 

※２ 他勘定振替高の内訳は、次のとおりであります。

見本品(販売費及び一般管理費)
への振替 726千円

 
※３ このうち、主要な費目および金額は、次のとおり

であります。 

役員報酬 43,980千円

給料手当 424,187 

福利厚生費 56,312 

貸倒引当金繰入額 3,830 

借地借家料 67,889 

減価償却費 59,969 

リース料 68,172 
 

※３ このうち、主要な費目および金額は、次のとおり
であります。 

役員報酬 9,977千円

給料手当 50,327 

福利厚生費 7,800 

外注サービス費 7,751 

支払報酬 15,468 

減価償却費 10,968 

  

なお、販売費及び一般管理費に占める販売費の割

合は約50％であり、一般管理費の割合は約50％で

あります。 

なお、販売費及び一般管理費に占める販売費の割

合は約40％であり、一般管理費の割合は約60％で

あります。 

※４ 返品調整引当金繰入額 6,300千円

   返品調整引当金戻入額 6,500千円
 

※４ 返品調整引当金繰入額 6,100千円

   返品調整引当金戻入額 6,300千円

※５ 固定資産除却損の内容 

建物 19,781千円

工具器具備品 124,484千円

ソフトウェア 395,000千円

計 539,266千円
 

――― 
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(リース取引関係) 

 
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引(借主側) 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備
品 

191,838 110,543 81,294

ソフトウェア 71,153 48,211 22,942

合計 262,992 158,755 104,237

  

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備
品 

186,964 115,810 71,154

ソフトウェア 71,153 51,768 19,384

合計 258,118 167,579 90,539

 
２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 53,455千円 

１年超 56,799千円 

合計 110,254千円 
 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 50,882千円 

１年超 45,148千円 

合計 96,030千円 
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 
相当額 

支払リース料 100,883千円

減価償却費相当額 93,028千円

支払利息相当額 9,484千円
 

３ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息 
相当額 

支払リース料 22,478千円

減価償却費相当額 21,475千円

支払利息相当額 825千円
 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
   リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とす

る定額法によっております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

５ 利息相当額の算定方法 
   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 
同左 

 

 



ファイル名:260個別注記(有価証券～後発事象) 更新日時:2003/08/28 11:58 印刷日時:03/08/28 13:33 

 (有価証券関係) 

第29期(自平成14年４月１日至平成15年３月31日)及び第30期（自平成15年４月１日至平成15年６月 

30日）のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

第29期 

（平成15年３月31日現在） 

第30期 

（平成15年６月30日現在） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳は、次のとおりであります。 

 流動資産 

  繰延税金資産 

返品調整引当金繰入超過額 1,679千円

債務保証損失引当金繰入 17,403千円

評価性引当金 △19,083千円

繰延税金資産（純） ―千円

 固定資産 

  繰延税金資産 

貸倒引当金繰入超過額 1,656,037千円

有価証券評価損否認 952,023千円

貸倒損失否認 65,241千円

子会社整理損否認 44,323千円

税務上の繰越欠損金 2,305,328千円

評価性引当金 △5,022,954千円

繰延税金資産計 ―千円

 固定負債 

その他有価証券評価差額金 152千円

繰延税金負債計 152千円
 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳は、次のとおりであります。 

 流動資産 

  繰延税金資産 

返品調整引当金繰入超過額 1,595千円

債務保証損失引当金繰入 17,403千円

評価性引当金 △18,999千円

繰延税金資産（純） ―千円

 固定資産 

  繰延税金資産 

貸倒引当金繰入超過額 1,656,037千円

有価証券評価損否認 952,023千円

貸倒損失否認 65,241千円

子会社整理損否認 40,660千円

税務上の繰越欠損金 2,243,100千円

評価性引当金 △4,957,063千円

繰延税金資産計 ―千円

 固定負債 

その他有価証券評価差額金 3,826千円

繰延税金負債計 3,826千円
 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳は、税引

前当期純損失を計上しているため、記載しておりませ

ん。 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳は、税引

前当期純損失を計上しているため、記載しておりませ

ん。 

3. 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法 

定実効税率は地方税法の改正（平成16年4月1日以降開

始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に

伴い、当期末における一時差異のうち、平成16年3月末

までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成16

年4月以降に解消が予定されるものは改正後の税率によ

っております。 

 この税率の変更による影響はございません。 

3. 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法 

定実効税率は地方税法の改正（平成16年4月1日以降開

始事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に

伴い、当期末における一時差異のうち、平成16年6月末

までに解消が予定されるものは改正前の税率、平成16

年7月以降に解消が予定されるものは改正後の税率によ

っております。 

 この税率の変更による影響はございません。 
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(１株当たり情報) 

 
第29期 

(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

１株当たり純資産額          14.69円 
１株当たり当期純損失         98.79円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、転換社債を発行しておりますが、１株当たり当
期純損失が計上されているため、記載しておりませ
ん。 
当期から「１株当たり当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純
利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第４号）を適用しております。 
なお、これによる影響はございません。 

１株当たり純資産額          14.54 円 
１株当たり当期純損失         0.23 円 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、転換社債を発行しておりますが、１株当たり当
期純損失が計上されているため、記載しておりませ
ん。 
 
 
 
 
 

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 第29期 

（自 平成14年４月１日 

    至 平成15年３月31日） 

第30期 

（自 平成15年４月１日 

    至 平成15年６月30日） 

当期純損失（百万円） 3,867 15

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純損失（百万円） 3,867 15

普通株式の期中平均株式数（千株） 39,142 66,794

 

 

(重要な後発事象) 

 

第29期 
(自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日) 

第30期 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年６月30日) 

 
 
 
 
 

平成15年7月8日開催の当社取締役会において、商法
第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、ス
トックオプションとして新株予約権の発行について決
議いたしました。詳細は連結財務諸表における後発事
象として記載しております。 

 平成15年8月1日をもって株式会社アビリティエージェ
ントとの合併を予定しており、詳細は連結財務諸表に
おける後発事象として記載しております。 

当社は、株式会社アビリティエージェントと平成15
年8月1日をもって合併いたしました。詳細は連結財務
諸表における後発事象として記載しております。 

 
 
 

平成15年9月30日をもってホメオスタイル株式会社と
の株式交換を予定しており、詳細は連結財務諸表にお
ける後発事象として記載しております。 

 
 
 
 
 

平成15年8月28日開催の当社取締役会において、第三
者割当による第2回無担保転換社債型新株予約権付社債
の発行を、平成15年9月26日の株主総会の特別決議事項
に付すことを決議いたしました。詳細は連結財務諸表
における後発事象として記載しております。 

 
 
 
 

平成15年9月26日開催予定の取締役会決議を前提と
し、平成16年2月18日満期第1回無担保転換社債20億円
全額を、買入消去いたします。詳細は連結財務諸表に
おける後発事象として記載しております。 
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